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山口県では、一人ひとりの幼児児童生徒が夢や目標をもち、実現に向けてチ

ャレンジしていけるよう 『元気 『基礎・基本 『つながり』の３つのキーワ、 』 』

ードを合い言葉に、教育に関わる全ての人や組織が、それぞれの教育力を高め

ながら力を結集して 「確かな学力 「豊かな心 「健やかな体」の調和の取れ、 」 」

た『生きる力』を育む教育改革を進めています。



はじめに

特別支援教育は平成19年度から制度的に開始されましたが、本県では、平

成20年度から、総合支援学校への移行、特別支援教育センターの設置等、本

県らしい特別支援教育をスタートさせたところです。

特別支援教育におきましては、発達障害の幼児児童生徒への支援が課題と

なっており、本県では、特別支援教育センターを中心とした地域の相談支援

体制とともに、各学校での校内支援体制の整備を進め、幼児児童生徒の理解

に基づく具体的な支援方法、個別の教育支援計画の作成等の大きな成果が上

がっています。今後は、地域や各学校における相談支援がより実効性のある

ものとすることが一層求められています。

各学校において発達障害等の幼児児童生徒一人ひとりの実態に即した適切

な指導及び必要な支援を進めるためには、校内委員会や事例検討会等を活用

した、計画的・組織的な相談支援を進める必要があり、そのためには、一人

、 。ひとりの教員の指導力はもちろん 学校組織の問題解決力の向上が重要です

このため、今年度は、全校体制による実効性のある相談支援のための研修

内容・方法に関する情報を提供するテキストを作成することとし、発達障害

の理解、発達検査の活用、保護者への支援等に関する演習、ロールプレイや

疑似体験等を取り入れ、各学校における主体的な研修や実践に結びつくよう

に編集しています。また、平成18・19年度に作成したテキスト（理論編・実

践編）と併せて活用することで、研修の効果が一層高まるものと考えており

ます。

本テキストの活用に当たっては、テキストに掲載している事例を参考にし

つつ、校長等の管理職のリーダーシップのもとで、各学校の実情に即した研

修を進めていただきたいと思います。

全ての学校における相談支援の実効性が向上し、障害のある幼児児童生徒

一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細かな指導や支援の実践の蓄積によ

り、本県特別支援教育が一層充実していくことを期待します。

平成２１年３月

山口県教育委員会

教育長 藤 井 俊 彦
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本研修テキスト「支援をつなぐ－研修編－」は、平成19・20年度に作成したテキストと

あわせて、三部構成となっています。

●発達障害の理解と支援

●発達障害の早期発見と校内支援体制の整備

●発達障害についての教員の指導力の向上

●校内支援体制の充実

●教員の資質の向上

●実効性を高める校内支援体制

研修内容・方法に関する情報の提供 校内研修の充実 実践力の向上

は、特別支援教育の理念と基本的な考え方、発達障害の理「支援をつなぐ－理論編－」

、 、 、解と支援 学校や家庭での支援などを学ぶことにより 担任や保護者など身近にいる人が

発達障害に早期に気づき、早期からの適切な指導と必要な支援につなげていくことをねら

いとして編集しています。

は、事例検討会の進め方、幼稚園・小学校・中学校・高等「支援をつなぐ－実践編－」

学校における授業等の中での指導事例、校内体制による支援の実践例などを学ぶことによ

り、発達障害についての教員の指導

力の向上や、各学校の相談支援体制

の充実を図ることをねらいとして編

集しています。

は、「支援をつなぐ－研修編－」

発達障害の理解、発達検査の活用方

、 、法 校内支援体制を充実する手立て

保護者や関係機関との連携のための

研修内容・方法を学ぶことにより、

教員の特別支援教育についての資質

の一層の向上と、各学校の相談支援

体制の機能の強化を図ることをねら

いとして編集しています。

以上の３冊のテキストを活用し、幼児児童生徒一人ひとりの実態に即した適切な指導及

び必要な支援の充実に努めてください。

※３冊のテキストは、特別支援教育推進室のホームページからダウンロードできます。

（ＵＲＬ http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a503001/index/ ）

本研修テキストについて

各学校における特別支援教育の充実

支援をつなぐ－理論編－（平成１９年３月）
・・・

支援をつなぐ－実践編－（平成２０年３月）
・・・

支援をつなぐ－研修編－（平成２１年３月）
・・・
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特別支援教育の動 向

山 口 県 の 取 組 国 の 動 向

平成13・14年度文部科学省委嘱事業 平成13年１月
○学習障害児に対する指導体制の充実事業 ＜光市＞ ◆「21世紀の特殊教育の在り方について（最終報告 」）
○障害のある子どものための教育相談体系化推進事業

＜萩市＞ 平成14年12月
◆「障害者基本計画 （H15～24）の策定」

平成14・15年度文部科学省委嘱事業 ◆「障害者基本計画」重点施策５か年計画の決定
○盲・聾・養護学校専門性向上推進モデル事業 ・個別の教育支援計画の策定

＜山口養護学校＞
平成15年３月

平成15・16年度文部科学省委嘱事業 ◆「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告 」）
○特別支援教育推進体制モデル事業 ＜周南・萩地域＞

平成16年１月
◆「小・中学校におけるＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症
の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガイドラ
イン(試案)」

平成17・18年度文部科学省委嘱事業 平成17年４月
○特別支援教育体制推進事業 ◆「発達障害者支援法」施行
＜平成17年度 周南・萩地域＞＜平成18年度 県内全域＞

平成17年12月
◆「特別支援教育を推進するための制度の在り方につい
て(答申)」

平成18年３月 平成18年３月
■「山口県特別支援教育ビジョン」策定 ◆「学校教育法施行規則」の改正
・特別支援教育の施策推進の基本方針 ・ＬＤ、ＡＤＨＤを通級指導教室の対象に追加

平成18年10月
■「山口県特別支援教育ビジョン実行計画」作成
・施策を計画的に推進するための計画

平成19年度文部科学省委嘱・委託事業 平成19年４月
○特別支援教育体制推進事業 ＜県内全域＞ ◆「学校教育」等の改正法施行
○発達障害早期総合支援モデル事業 ＜萩市、宇部市＞ ・特別支援学校制度の創設
○職業自立を推進するための実践研究事業 ・特別支援学校のセンター的機能

幼・小・中・高等学校等における特別支援教育の推進＜山口・防府地域、宇部・下関地域＞ ・
◆「教育職員免許法」の一部改正
◆「特別支援教育の推進について（通知 」）

平成20年４月 平成20年３月
■ 本県特別支援教育の本格実施 ◆「小学校・中学校学習指導要領」告示
○「総合支援学校」への移行 ・個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成
○特別支援教育センター、サブセンターの設置
○ふれあい教育センターの発達障害の相談支援機能の充実 平成20年７月

◆教育振興基本計画
平成20年度文部科学省委嘱・委託事業 ・特別なニーズに対応した教育を推進
○発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業 （特別支援教育の推進）

＜県内全域＞
○発達障害早期総合支援モデル事業 ＜萩市、宇部市＞ 平成21年３月
○職業自立を推進するための実践研究事業 ◆「特別支援学校・高等学校学習指導要領」告示

＜山口・防府地域、宇部・下関地域＞
○PT、OT、ST等の外部専門家を活用した指導方法等の
改善に関する実践研究事業

＜宇部総合支援学校、萩総合支援学校＞

特別支援教育の推進について
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本県における特別支援教育の推進

本県特別支援教育の施策推進の基本方針となる「山口県特別支援教育ビ平成18年３月に、

ジョン」を策定しました。

ビジョンの構想期間は、平成18年（2006年）度から平成27年（2015年）度までの10年間

、 （ ） （ ） 、で 第１期 平成18～22年度 と第２期 平成23～27年度 に区分して実行計画を作成し

ビジョンの実現に向けて、施策を具体的かつ計画的に進めています。

平成18～22年度（５年間）第１期実行計画 ①期 間
「地域で支え、育ち合う特別支援教育の推進」<H18.10作成> ②中期目標

※本県では、特別支援学級を 「支援学級」と呼称、

特別支援教育は、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において、

実施しなければなりません。

●学校教育法 第８１条第１項●

幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項各号のいずれかに該当

する幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対し、文部

科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育を行

うものとする。

●学校教育法 第８１条第２項●

小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校には、次の各号のいずれかに該当する該当する児

童及び生徒のために、特別支援学級を置くことができる。

一 知的障害者 二 肢体不自由者 三 身体虚弱者 四 弱視者 五 難聴者

六 その他障害のある者で、特別支援学級において教育を行うことが適当なもの
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総合支援学校
平成20年４月１日から、県内の全ての県立特別支援学校は、校名を総合支援学校に変更

しました。

平成２０年４月 「山口県の特別支援教育」が本格的にスタート

、 、特別支援学校は 小学校・中学校・高等学校と同様に校種を示すものであり

「総合支援学校」は、県内の県立特別支援学校の校名です。

「総合支援学校」は、原則５障害（視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不

自由、病弱）に対応することとしています。
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校内・地域における相談支援体制の整備

本県では、全ての公立幼・小・中・高等学校等において、校内委員会の設置、校内コー

ディネーターの指名等の校内支援体制が整備されています。

特別な支援が必要な幼児児童生徒への、全校体制での支援が必要な場合、校内委員会を

開催し、支援について協議を進めます。

※文部科学省

「 （ ）」特別支援教育の推進について 通知
（H19.4）より

必要に応じて、小・中学校のサブセンターや総合支援学校の特別支援教育センターに依

頼し、地域コーディネーターの協力を求めることができます。また、心理学の専門家、理

学療法士等で構成される専門家チームに相談することもできます。

「地域で支え、育ち合う特別支援教育の推進」

＜校内コーディネーター※＞

各学校における特別支援教育推

進のため、校内委員会・校内研修

会の企画・運営、関係諸機関・学

校との連絡・調整、保護者からの

相談窓口などの役割を担う。

＜校内委員会※＞

全校支援体制を確立し、発達障

害を含む障害のある幼児児童生徒

の実態把握や支援方策の検討等を

、 。行うため 各学校内に設置される

「
特
別
支
援
教
育
セ
ン
タ
ー
」「サ
ブ
セ
ン
タ
ー
」

「
ふ
れ
あ
い
教
育
セ
ン
タ
ー
」

が
一
体
と
な
り
、
身
近
な
地
域
で
、
き
め
細
か
な
相
談
と
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。
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下図は、特別支援学校教諭免許状の考え方をもとにした、教員の専門性についての

考え方を示しています。

特別支援学校や特別支援学級等の教員にはより高度な専門性が求められますが、全

ての教員が、幼・小・中・高等学校の教職や教科に関する専門性を基盤にして、発達

障害等の理解と支援に関する研修や実践により、特別支援教育についての専門性を身

につけ、校内の相談支援の実効性を高めていくことが重要です。

【教員の専門性向上のためのセンターの活用】
各センターでは、研修協力や情報提供も行っています。

発達障害等に対する相談支援○ふれあい教育センター ：
事例研究・指導資料、サテライト研修、発達検査等
視覚障害・聴覚障害・知的障害・肢体不自由・病弱等○特別支援教育センター ：
に対する相談支援、指導資料・教材教具、事例検討、
発達検査、研修会情報等
発達障害等に対する相談支援、事例検討、発達検査等○小・中学校サブセンター：

※特別支援教育推進室のホームページから、県内の各総合支援学校で実施されてい
る研修会等の情報を閲覧することができます。
（http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/gyosei/kyo-shien/map/study01.html）

教員の資質の向上

幼稚園・小学校・中学校・高等学校教員の専門性

教職に関する内容

○教職の意義

○教育の基礎理論

・心身の発達及び学習の過程

（ を含む）特別支援教育

○教育課程及び指導法

○生徒指導、教育相談、進路指導等

教科に関する内容

○国語

○社会

○算数（数学）

○理科

○音楽
：

特別支援学級・特別支援学校教員の専門性

特別支援教育の基礎理論

障害のある幼児、児童または生

徒の心理、生理及び病理

障害のある幼児、児童または生

徒の教育課程及び指導法

通常の学級に在籍する発達障害等の特別な支援を必要とする幼児児童生徒への対

応が重要な課題となっており、全ての教員が特別支援教育を理解し、適切な指導及

び必要な支援を行うための資質を高めることが必要です。

例えば、授業が成立しにくい、学級の運営がうまくいかない等の状況があった場合、

従来の教科指導や生徒指導等に加え、特別支援教育の視点から見直すことで、課題解決

につながることがあります。

また、発達障害等の幼児児童生徒への指導や支援の方法・内容は、全ての幼児児童生

徒に有効な指導や支援になり、一人ひとりを大切にする教育にもつながります。
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テキストの活用方法

本テキストに掲載している研修項目は、「特別支援教育の理解」「校内の実

態把握」「指導や支援の計画の立案」「支援の実施」「特別支援教育の評価・

改善」といった、各学校の実情に応じて参照できます。

本テキストは、「特別支援教育を進めるために」「発達障害の理解」「発達

検査の活用」「事例検討会の進め方」「実践的指導力の向上」「校内支援体制

の整備・充実」「保護者等との連携」「人的資源の活用」で構成されていま

す。各項目の下には小項目を付けています。

本テキストは、全教職員を対象としているので、基礎的なものから、専門的

なものまで、幅広い内容が含まれています。幼児児童生徒の実態や教職員の実

情に応じた活用ができます。

本テキストの活用に当たっては、項目順に研修する必要はありません。各校

の研修課題、実施内容に応じて、必要な項目を研修に活用してください。

各小項目には、「研修の概要」にその項目で研修できる内容の概要を示して

います。また、前半部分で基本的な事項を学んだ後、演習などを通して体験的

な研修ができるように構成しています。

本テキストは、すべての内容を網羅的に研修するように編集しているわけで

はないので、各校の実情に即して、他の文献の活用、地域コーディネーターや

外部の専門家の招へい等により、研修内容や方法を工夫しながら進めていくこ

とも重要です。

研修の
必要性

テキストの
活用方法

研修の
進め方

疑似体験
ロール
プレイ

検査の
活用

事例検討
の進め方

授業研究

チームに
よる支援 事例演習

保護者へ

の支援


